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大量破壊兵器等及び通常兵器に係る補完的輸出規制に関する輸出手続等につ

いて（平成２４年４月２日付け・輸出注意事項２４第２４号）の一部を改正す

る通達を次のとおり制定する。 
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経済産業省貿易経済協力局長 木村 聡 

 

 

 

 

 

  大量破壊兵器等及び通常兵器に係る補完的輸出規制に関する輸 

 出手続等についての一部を改正する通達 

 

 

大量破壊兵器等及び通常兵器に係る補完的輸出規制に関する輸出手続等につ

いて（平成２４年４月２日付け・輸出注意事項２４第２４号）の一部を別紙の

新旧対照表のとおり改正する。 

 

附 則 

 この通達は、令和４年１１月９日から施行する。 

 

 



大量破壊兵器等及び通常兵器に係る補完的輸出規制に関する輸出手続等についての一部を改正する通達新旧対照表（傍線部分は改正部分） 

○大量破壊兵器等及び通常兵器に係る補完的輸出規制に関する輸出手続等について（平成２４年４月２日付け・輸出注意事項２４第２４号） 

改正後 現 行 

大量破壊兵器等及び通常兵器に係る補完的輸出規制に関する輸出手

続等について 

記 

１．輸出者が確認すべき事項 

（１）～（４） （略） 

（５）需要者の確認 

注２）上記の「知ったとき」とは、当該貨物の需要者又は当該技術

を利用する者が外国ユーザーリスト（令和４年１１月４日付け

２０２２１０２１貿局第１号）に掲載されている場合を含む 

（６）輸出者等が「明らかなとき」を判断するためのガイドライン 

①～⑯ （略） 

〔外国ユーザーリスト掲載企業・組織〕 

⑰ 外国ユーザーリスト（令和４年１１月４日付け２０２２１０２

１貿局第１号）に掲載されている企業・組織向けの取引について

は、リストに掲載されている当該需要者の関与が懸念されている

大量破壊兵器の種別（核兵器、生物兵器、化学兵器、ミサイル）と、

輸出する貨物等の懸念される用途の種別（１．の（３）１）に掲げ

る核兵器等の開発等に用いられるおそれの強い貨物例等を参考

に、輸出しようとする貨物等の特性から判断すること。）が一致し

ないこと。 

大量破壊兵器等及び通常兵器に係る補完的輸出規制に関する輸出手

続等について 

記 

１．輸出者が確認すべき事項 

（１）～（４） （略） 

（５）需要者の確認 

 注２）上記の「知ったとき」とは、当該貨物の需要者又は当該技術 

を利用する者が外国ユーザーリスト（令和４年３月９日付け

２０２２０３０７貿局第２号）に掲載されている場合を含む 

（６）輸出者等が「明らかなとき」を判断するためのガイドライン 

①～⑯ （略） 

〔外国ユーザーリスト掲載企業・組織〕 

⑰ 外国ユーザーリスト（令和４年３月９日付け２０２２０３０７

貿局第２号）に掲載されている企業・組織向けの取引については、

リストに掲載されている当該需要者の関与が懸念されている大量

破壊兵器の種別（核兵器、生物兵器、化学兵器、ミサイル）と、輸

出する貨物等の懸念される用途の種別（１．の（３）１）に掲げる

核兵器等の開発等に用いられるおそれの強い貨物例等を参考に、

輸出しようとする貨物等の特性から判断すること。）が一致しない

こと。 



⑱ （略） 

２．～６． （略） 

様式１～様式３ （略） 

別記１・別記２ （略） 

⑱ （略） 

２．～６． （略） 

様式１～様式３ （略） 

別記１・別記２ （略） 
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